老人福祉法に規定する届出について（養護老人ホーム・特別養護老人ホーム）

１　老人ホーム設置認可申請書（様式第２４号）　

市内で養護老人ホームもしくは特別養護老人ホームの認可を受けようとする社会福祉法人は、事業開始の予定年月日の前々月の１５日までを期限に厚生労働省令で定められた事項について、前橋市長に申請する必要があります。（老人福祉法第１５条第４項） ※要事前相談

◇厚生労働省令で定める事項

(1) 施設の名称、種類及び所在地

(2) 建物の規模及び構造並びに設備の概要
(3) 養護老人ホームを設置しようとする者にあっては、次に掲げる事項
　1 施設の運営の方針
　2 入所定員
　3 職員の定数及び職務の内容
(4) 特別養護老人ホームを設置しようとする者にあっては、次に掲げる事項
　1 前橋市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年前橋市条
例第４０号。以下「基準条例」という。）第８条又は第３５条に規定する施設の運営につい
ての重要事項に関する規程

　2 入所者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
　3 職員の勤務の体制及び勤務形態
　4 基準条例第２８条第１項に規定する協力病院の名称及び診療科名並びに当該協力病院との契
約の内容（基準条例第２８条第２項に規定する協力歯科医療機関があるときは、その名称及
び当該協力歯科医療機関との契約の内容を含む。）

(5) 施設の長その他主な職員の氏名及び経歴

(6) 事業開始の予定年月日

　　添付書類

２　老人ホーム事業開始届（様式第２５号）　

養護老人ホーム等の規定により認可を受けた施設が事業を開始しようとする場合は、事業の開始日前までに厚生労働省令で定められた事項について、前橋市長に届け出る必要があります。

◇厚生労働省令で定める事項
(1) 施設の名称、種類及び所在地
(2) 事業開始の予定年月日
(3) 入所定員
(4) 設置主体及び経営主体
３　老人ホーム事業変更届（様式第２６号）
上記の厚生労働省令で定める事項に変更があった場合は、変更の日から１か月以内に届け出てください。（老人福祉法第１５条の２第２項）

４　老人ホーム事業廃止・休止認可申請書（様式第２７号）
養護老人ホーム等を廃止又は休止しようとする場合は、休止又は廃止する日の１か月までに厚生労働省令で定める事項を申請する必要があります。（老人福祉法第１６条第３項）
◇厚生労働省令で定める事項
(1) 施設の名称、種類及び所在地
(2) 廃止し、又は休止しようとする年月日

(3) 廃止又は休止の理由

(4) 現に便宜若しくは援助を受け又は入所している者に対する措置

(5) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間
　　添付書類
５　老人ホーム事業定員減少・増加認可申請書（様式第２８号）
養護老人ホーム等の定員減少・増加しようとする場合は厚生労働省令で定める事項を申請する必要があります。（老人福祉法第１６条第３項）※要事前相談
◇厚生労働省令で定める事項
(1) 施設の名称、種類及び所在地

(2) 設置主体及び経営主体

(3) 変更予定年月日

(4) 入所定員(現在・減少もしくは増加後)
(5) 予定人員(減少もしくは増加)
(6) 減少・増加を必要とする理由

(7) 入所者に対する措置

特別養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の５）








　〇措置に係る者を入所させ、養護するとともにその者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導及び訓練その他の援助を行うことを目的とした施設。





養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の４）








　〇介護保険法の規定による介護保険施設に係る地域密着型介護サービス費若しくは介護福祉施設サービスに係る施設介護サービス費の支給に係る者を入所させる施設


〇措置に係る者を入所させる施設


〇その他の政令で定める者を入所させ養護することを目的とする施設


　※介護保険法の規定による介護保険施設：介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護








